
 
 
 

三重県飲食店取引事業者等支援金支給申請書兼請求書 

三重県知事  宛 
 

次のとおり三重県飲食店取引事業者等支援金の支給を受けたいので、関係書類を添えて申請しま

す。なお、下記に記載した事項については事実と相違ありません。 

本支援金の支給決定後は、下記口座に口座振替の方法をもって振り込んでください。 

 
 また、協力金の申請状況は下記のとおりです。（該当するほうに〇をしてください） 

協力金名称 時短要請期間 申請の有無 

三重県時短要請協力金 R3.4.26～5.11 有 ・ 無 

三重県飲食店時短要請協力金 

 

重点区域：R3.5.9～5.31 

その他区域：R3.5.12～5.31 
有 ・ 無 

三重県集客施設時短要請協力金 R3.5.9～5.31 有 ・ 無 

 上記の協力金の申請がある場合は、本支援金の対象外となります。 
 

１ 申請者 

申
請
者
情
報
（
い
ず
れ
か
に
チ
ェ
ッ
ク
） 

✔ 
中
小
法
人
等 

 

事業者区分 
ㇾ飲食店取引事業者   □タクシー事業者、自動車運転代行業者   

□カラオケ設置事業者  □酒類の提供を取りやめた飲食店事業者 

フリガナ カブシキガイシャ ミエケンチョウ 

法人名 株式会社 三重県庁 

フリガナ ミエ タロウ 

代表者職・

氏名 
代表取締役 三重 太郎 

所在地 
〒○○○-○○○○ 

三重県津市●●町●丁目●●番地 

法人番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ ０ ０ ０ 

資本金 
１０００万円 

従業員数 
２０ 人  

問合せ 

担当者 ※1 

 

総務担当 三重 次郎 

電話番号

※2 

 

059-123-4567 

□ 

個
人
事
業
者
等 

事業者区分 
□飲食店取引事業者   □タクシー事業者、自動車運転代行業者   

□カラオケ設置事業者  □酒類の提供を取りやめた飲食店事業者 

フリガナ  生年月日 

氏名   

自宅住所 

※3 

〒 

電話番号 ※2  

第１号様式 

令和 ３ 年  ６月 １４日 

※第１号様式（申請書兼請求書） 

該当する薄青色部分が記入項目

です。 

※該当する

方にチェッ

クを入れて

ください。 

❺担当者と電話番号 

携帯番号を記入いただく

ことも可能です。 

❷ 

❺ 

❺ 

❹資本金と従業員（法人のみ） 

従業員数は、役員と短時間労働

者（パート、アルバイト等）を除

いた人数としてください。 

❹ 

❸所在地・自宅住所 

法人：本社の所在地 

個人：自宅住所（※） 

※本人確認書類の現住所と同じ住所

を記入してください。 

❷ 

❸ 

❷役職・氏名 

申請者（代表者）の役職（法人のみ）、

氏名、フリガナを記入してくださ

い。本人確認書類と同一人となりま

す。 

❶ 

❶日付 

作成した日を記入

してください。 

❹ 

❺ 

❸ 



 

 

※１）本申請に関して問い合わせ対応ができる方を記載してください。 

※２）平日の９時から１７時までの間に、確実に連絡が取れる電話番号を記載してください。 

※３）本人確認書類と同じ申請者本人の住所を記載してください。 

２ 郵便物の送付先 ❻ 

※郵便物の受取りが可能な住所・宛名を記載してください（１と異なる場合のみ）。 

送付先 
〒 

宛名  

 

３ 事業収入（売上）の比較 

※「比較月」欄は、前年同月又は前々年同月のいずれか売上額の大きいほうに✓を入れて記入してく

ださい。 

項目 金額 

対象月 令和  ３ 年  ４ 月 
(A) 

 4,200,000 円 

比較月 
ㇾ令和 ２ 年  ４ 月 

□平成 31 年  ４ 月 

(B) 
6,000,000 円 

売上減少額（C）＝ 【（B）―（A）】 
(C) 

1,800,000 円 

売上減少率 【（C）÷（B）×１００】 

※小数点以下切り捨て 
                  30％ 

支援金額（D）＝売上減少額（Ｃ）か 

上限額（中小法人等１０万円、個人事業者

等５万円）のいずれか少ないほうの額 

(D) ※売上減少率が 30％以上の場合に記入 

100,000 円 

項目 金額 

対象月 令和  ３ 年  ５ 月 
(E) 

４,800,000 円 

比較月 
□令和 ２ 年  ５ 月 

ㇾ令和 元 年  ５ 月 

(F) 
８,000,000 円 

売上減少額（G）＝ 【（F）―（E）】 
(G) 

３,200,000 円 

売上減少率 【（G）÷（F）×１００】 

※小数点以下切り捨て 
                 40％ 

支援金額（Ｈ）＝売上減少額（G）か 

上限額（中小法人等１０万円、個人事業者等 

５万円）のいずれか少ないほうの額 

(Ｈ) ※売上減少率が 30％以上の場合に記入 
100,000 円 

 

支援金額合計(請求額) 
(Ｉ)＝(D)＋(Ｈ） 

(Ｉ) 
200,000円 

❻郵便物の送付先 

申請者情報に記入し

た内容と異なる場合

のみ記入してくださ

い。（店舗住所に送付

する場合等。） 

❼売上減少率 

計算式に基づき、売上減少率

を算定してください。 



 

 

※（A）、（B）、（E）、（F）欄は、事業者全体の事業収入（売上）を記入して下さい。（添付書類の売上

台帳等の金額と一致します。）なお、本社が県外にある場合は、三重県内に所在するすべての事業所

の売上の合計額となります。 

※「売上減少率」欄が３０％未満の場合は、本支援金の支給対象外となります。なお、「売上減少率」

欄が５０％以上の場合は国の「月次支援金」の対象となる場合があります。国の「月次支援金」の対

象となる月については、本支援金の申請はできません。 

 

４ 振込先口座 

※振込先の口座は申請者本人名義の口座に限ります。また、法人の場合は当該法人名義の口座に限り 

ます。（法人代表者の個人名義の口座へ振込はできません） 

※振込先口座の情報がわかる通帳等の写しが必要です。 

金
融
機
関
（
ゆ
う
ち
ょ
銀
行 

以
外
）
の
場
合 

金融機関名 県庁銀行 
金融機関 

コード 
１ ２ ３ ４ 

本・支店名 本店 
支店 

コード 
１ ２ ３ 

種別 普通 ・ 当座 口座番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

口座名義人 

（フリガナ） 

❽ 

カブシキガイシャミエケンチョウ 

 

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
の 

場
合 

通帳記号      種別 

通帳番号 

（右詰め） 
        総合 ・ 振替 

口座名義人 

（フリガナ） 
 

 

５ 取引先飲食店の情報 

第４号様式を使用し、取引先飲食店の情報を記入してください。 

 

６ 三重県内の事業所情報（本社が県外にある場合のみ記入） ❿ 

※申請者の三重県内の事業所について記載してください。 

 

事
業
所
情
報 

所在地 
 

 

事業所名 
 

 

電話番号 
 

 

❽口座名義人 

通帳の記載どおり、カタカナ

で正しく記入してください。 

 

❾ 

❾ゆうちょ銀行の場合 

ゆうちょ銀行の場合、通帳に記載された通

帳記号と通帳番号をそのまま記入してく

ださい。通帳番号は 6 桁～8 桁の場合が

あるため、右詰めで記入してください。 

❿三重県内の事業所情報 

所在地、事業所名（法人名ではなく●●営業所等）、事業所の電話

番号を記入してください。 

三重県内すべての事業所を記載してください。 



 

 

 

事
業
所
情
報 

所在地 
 

 

事業所名 
 

 

電話番号 
 

 

 

事
業
所
情
報 

所在地 
 

 

事業所名 
 

 

電話番号 
 

 

 

事
業
所
情
報 

所在地 
 

 

事業所名 
 

 

電話番号 
 

 

 

事
業
所
情
報 

所在地 
 

 

事業所名 
 

 

電話番号 
 

 

 

事
業
所
情
報 

所在地 
 

 

事業所名 
 

 

電話番号 
 

 

 

事
業
所
情
報 

所在地 
 

 

事業所名 
 

 

電話番号 
 

 

※欄が足りない場合は、このページをコピーして作成してください。 

 



誓約書 
 

私は、「三重県飲食店取引事業者等支援金」の支給を申請するにあたり、下記の内容につい

て誓約します。 

記 

1. 申請要件を全て満たしています。 

2. 申請要項の内容を確認しており、申請書及び添付書類に記載した内容に偽りはありません。

また、本支援金の申請にあたって提出する書類の写しは全て、原本と相違ありません。 

3. 業種に係る営業に必要な免許を全て有しています。 

4. 三重県から検査又は説明の求めがあった場合は、これに応じます。また、第４号様式に記

載した取引先飲食店に対して、三重県が必要に応じて取引先内容の照会をすることに同意

します。 

5. 本支援金の支給決定後、虚偽または支給要件に該当しない事実等が判明した場合は、支援

金を全額返還することに応じます。本支援金と併給が認められていない他の支援金や協力

金を受給していることが判明した場合、本支援金を全額返還することに同意します。 

6. 申請事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が三重県暴力団排

除条例第２条に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団関係者に該当せず、かつ将来にわた

っても該当しません。また、上記の暴力団、暴力団員及び暴力団関係者が経営に事実上参

画していません。 

7. 申請内容（個人情報含む）の取り扱いに関して、支援金の審査・支給に関する事務に限り、

三重県が委託する事業者に提供することに同意します。また、営業に関して必要な許可等

の申請書類について、所管官庁等への申請情報等と照合することに同意します。 

8. 他の行政機関等が支援金等の支給要件の該当性等を審査するため必要な場合であって、当

該審査に必要な限度で、本支援金の申請書及び提出資料に記載された情報を当該他の行政

機関等の求めに応じて提供することに同意します。 

9. 申請内容の不備等について、三重県が求める書類等を速やかに提出します。三重県の指定

する期間内に書類の不備等が解消しなかった場合は、三重県が、申請者は支援金の支給を

受けることを辞退したものとみなすことに同意します。 

10. 支給決定後、申請内容の不備等により支払いが完了せず、三重県が指定する期限までに連

絡・確認ができない場合、三重県が、当該申請は取り下げられたものとみなすことに同意

します。 

11. 虚偽の事実が判明した場合など必要がある時には、支援金の支給を受けた事業者名、対象

事業所名等の情報を三重県が公表することに同意します。
 

三重県知事 宛 
 

法人所在地又は 

個人自宅住所 

        

法人名（法人のみ） 

 

   法人の代表者又は本申請 

に係る責任者又は個人事 

業者等本人 （署名）         

※ 必ず支援金支給申請書兼請求書に記載した法人の代表者又は本申請に係る責任者又は個人事業者

等本人が自署してください。 

❸株式会社 三重県庁 
                 

                       

❶令和３年 ６月 １４日 

 
❷三重県津市●●町●丁目●●番地 

                       

❹代表取締役 三重 太郎 
            （自署）  

                       

第２号様式 
※第２号様式（誓約書） 

該当する薄青色部分が記入項目です。 

必ず申請者本人が自署してください。 

❷法人所在地又は個人自宅住所 

法人：本社の所在地 

個人：自宅住所（※） 

※本人確認書類の現住所と同じ住所を記入し

てください。 

❶日付 

「第１号様式」と

同じ日付を記入し

てください。 

❸法人名 

個人事業主として

申請する場合は記

入不要です。 

❹代表者職・氏名又は個人事業主名 

第１号様式と同じ記入にしてください。

本人確認書類と同一人となります。 

なお、必ず申請者本人が自署してくださ

い。 



＜月別売上＞ ＜対象月とその売上額＞

令和２年４月 円 （１）令和３年４月

令和２年５月 円 ＜売上額＞

令和２年６月 1,000,000 円 ④ 円

令和２年７月 1,200,000 円 ＜売上減少額＞

令和２年８月 1,500,000 円 ⑤ 円

令和２年９月 1,300,000 円
（③-④）

令和２年１０月 1,300,000 円 ＜売上減少率＞

令和２年１１月 1,200,000 円 ％

令和２年１２月 1,100,000 円
（⑤÷③×１００）

令和３年１月 800,000 円
※小数点以下
　切り捨て

令和３年２月 900,000 円

令和３年３月 700,000 円 （２）令和３年５月

（創業月の翌月から令和３年３月までの売上を記入） ＜売上額＞

⑥ 円

合計 ① 11,000,000 円 ＜売上減少額＞

⑦ 円

創業後月数② 10 ヶ月
（③-⑥）

（創業月の翌月から令和３年３月までの月数を記入） ＜売上減少率＞

％

（⑦÷③×１００）

月平均売上額 ③ 1,100,000 円
※小数点以下
　切り捨て

※円未満切り捨て （①÷②）

400,000

45

600,000

500,000

45

法人代表者職・氏名又は　
代表取締役　三重太郎

個人事業者等名　

創業日

令和　２年　５月　1日

700,000

店舗名（個人事業者等の場合のみ） 県庁店

新規創業事業者特例計算書

※本様式は令和２年４月２日から令和３年３月３１日の間に創業した事業者のみご提出ください。

法人名（法人の場合のみ） 株式会社三重県庁

※この様式で計算した結果を第１号様式の３「事業収入（売上）の比較」の各欄へ転記してください。

※なお、既に事業を開始しており、令和２年４月２日から令和３年３月３１日の間に三重県内に事業所を新たに開
設した場合も、この様式をご提出ください。

(該当がある場合のみ）

第３号様式

第1号様式の4「事業収入(売上)

の比較」(B)・(F)欄へ転記

第1号様式の3「事業収入

(売上)の比較」(A)欄へ転記

第1号様式の4「事業収入

(売上)の比較」(C)欄へ転記

第1号様式の4「事業収入

(売上)の比較」の4月の

「売上減少率」欄へ転記

第1号様式の4「事業収入

(売上)の比較」(E)欄へ転記

第1号様式の3「事業収入

(売上)の比較」(G)欄へ転記

第1号様式の3「事業収入

(売上)の比較」5月の「売

上減少率」欄へ転記

新規創業者の方のみ提出してください。

該当する薄青色部分が記入項目です。

❶月別売上と合計金額

創業した月の翌月から令和３年

３月までの月別売上と合計金額

を記入してください。

❹対象月とその売上

令和３年４月、令和３年５月

の売上額を記入してください。

❹

❷

❸

❷創業後月数

創業した月の翌月から令和３年３月までの月数を記入してください。

（記入例は５月創業のため、６月から３月までの月数は１０ヶ月）

➌月平均売上額

❶の合計金額と創業後月数から月平均売上額を算出してください。

（記入例：合計金額11,000,000円÷創業後月数10ヶ月＝1,100,000円）

❻売上減少率

売上減少額を月平均売上額で割り100を掛けます。

（記入例：400,000円÷1,100,000円×100＝36％）

※小数点以下は切り捨てとします。

（例：36.3636％⇒36％）

❺減少額

月平均売上額から売上

減少月の売上額を引い

て減少額を算出してく

だ さ い 。 （ 記 入 例 ：

1,100,000円―700,000円

＝400,000円）



 
 

取引先飲食店の情報 
 

令和３年４月以降に発出された緊急事態措置又はまん延防止等重点措置及び三重県緊急警戒宣言

が適用された都道府県による休業要請、時短要請、酒類提供自粛、カラオケ利用停止の影響を受けた

飲食店で、令和２年４月以降に２回以上、直接取引がある飲食店を記入してください。 

三重県内の飲食店と取引があれば三重県内の飲食店を、三重県内の飲食店と取引がない場合は、

緊急事態措置又はまん延防止等重点措置が実施された都道府県（以下、「措置区域」という）（※）に

所在する飲食店を記入してください。 

なお、措置区域内の飲食店と取引があり、売上減少率が５０％以上の場合は、国の「月次

支援金」の対象となる場合があります。 
【支給対象月：４月】 

  

飲食店名 レストラン三重 

飲食店所在地 三重県津市●●町●丁目●●番地 

飲食店電話番号 ０５９－２３４－５６７１ 

取引内容 三重県食材の納入 

 
【支給対象月：５月】 

 

飲食店名 レストラン三重 

飲食店所在地 三重県津市●●町●丁目●●番地 

飲食店電話番号 ０５９－２３４－５６７１ 

取引内容 三重県食材の納入 

（※）三重県内の飲食店と取引がない場合は、下記の都道府県の飲食店を記入して下さい。 

４月分・・・東京都、大阪府、京都府、兵庫県、宮城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、 

愛媛県、沖縄県に所在する飲食店 

５月分・・・東京都、大阪府、京都府、兵庫県、宮城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、 

愛媛県、沖縄県、北海道、群馬県、石川県、熊本県、岐阜県、岡山県、広島県、 

福岡県に所在する飲食店 

 

※上記の飲食店ごとに、令和２年４月以降、２回の取引が確認できる書類（納品書、領収

書等）の写しを貼付台紙１に貼り付けて提出してください。 

 なお、書類（納品書、領収書等）には、日付、取引先飲食店の名称、申請者名（法人名・

個人事業者等名・事業所名等）、取引内容の４点が明記されていることが必要です。 

※書類（納品書、領収書等）の提出が困難な場合は、第５号様式を提出してください。 

（飲食店取引事業者のみ） 

第４号様式 

※第４号様式別紙（取引先

飲食店の情報） 

該当する薄青色部分が記入

項目です。 



（該当がある場合のみ） 
取引確認書 

～取引先飲食店との取引内容が確認できる書類が提出できない場合～ 

 

※この様式は、取引先飲食店に作成を依頼してください。 

 

❶ ※取引先飲食店記入欄 

 

住所・所在地 

〒○○○-○○○○ 

三重県津市●●町●丁目●●番地 

法人名 

(法人の場合のみ) 

株式会社県庁商事 

店舗（事業者）名 レストラン三重 

電話番号 059-234-5671 

代表者職・氏名  ○○ ○○               

  ※所在地や法人名等の記載はゴム印でも構いません。 

  

  

 

との直接取引について、下記のとおり

で間違いありません。 

（※）は、支援金の申請者の法人名又は個人事業者等名を記入してください。 
 

記 
 

１ 上記事業者との直接取引は以下のとおりです。 

①                 ② 

（令和２年４月以降の年月を２回のみ記入）※多数の取引があっても２回のみの記入で結構です。 

 

※上記期間に直接取引した内容を、以下に具体的に記入してください。 

     

 

 

 

 

 

 

２ 後日、県が上記記入内容について、必要に応じ問い合わせることに同意します。 

令和２年４月 じゃがいも３０ｋｇ たまねぎ２０ｋｇ 

令和２年５月 にんじん１０ｋｇ 醤油１２本 

 

第５号様式 

株式会社三重県庁（※） 

令和２年４月 令和２年５月 

 

※第５号様式（取引確認書） 

該当する薄青色部分が記入項目です。 

❶取引先飲食店記入欄 

申請者が商品の納入やサービ

スを提供している取引先飲食

店の方に、記入を依頼してく

ださい。 

❷ 

❷申請者名を記入 

申請者の法人名または個人事業主名を 

記入してください。 

❸ 

❸取引年月 

❶の取引先飲食店と

取引した年月を記入

してください。 

❹ 

❹取引内容 

具体的な取引内容を

記入してください。 



カラオケ設置事業者、酒類の提供を取りやめた飲食店事業者のみ提出 

 

申請者と飲食店（喫茶店）営業許可証の名義が異なる場合の理由書 

 

支援金申請者の名義と、飲食店（喫茶店）営業許可証の名義が異なる理

由は以下のとおりです。 

・次の①～④のいずれかに○をつけ、署名の上申請してください。 

・理由を示す添付書類を忘れずに提出してください。 

   

①【親族関係である場合】（添付書類：戸籍の写し） 

 

②【業務委託契約を結んでいる場合】（添付書類：業務委託契約書の写し） 

 

③【雇用契約を結んでいる場合】（添付書類：雇用契約書の写し） 

 

④【その他の場合】（添付書類：理由を示す客観的な書類） 

以下の記入欄に申請者と名義人が異なる理由を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

店舗（事業者）名               

 

申請者               

 

 

（該当がある場合のみ） 

第６号様式 

❷ 

❶理由の選択 

該当する理由に○を付けて

ください。 
❶ 

❷ ④【その他の場合】を

選んだ場合：理由を記入し

てください。 

❸店舗（事業者）名 

店舗（事業者）名を記入して

ください。 

必ず自署してください。 

❸ 

❹申請者  

申請者名を記入してください。 

必ず自署してください。 

 

❹ 



カラオケ設置事業者、酒類の提供を取りやめた飲食店事業者のみ提出 

 

申立書 
 
 
 

私は、三重県まん延防止等重点措置（令和３年５月９日～５月３１日）

における三重県からの下記の要請に協力していることを申し立てます。 

 

 
（該当する□に✔を記入してください。） 

 

ㇾ  カラオケを行う設備を提供している場合、終日、カラオケ設備の 

利用を行っていないこと。 

 

 

□ 終日、酒類の提供（利用者による酒類の店内持込を含む）を行って

いないこと。 
 

 

 

 

 

 

 
 

三重県知事 宛 
 

法人所在地又は 

個人自宅住所 
        

法人名（法人のみ） 
 

   法人の代表者又は本申請 
に係る責任者又は個人事 
業者等本人 （署名）         

 

※ 必ず支援金支給申請書兼請求書に記載した法人の代表者又は本申請に係る責任者 

又は個人事業者本人が自署してください。 

株式会社 三重県庁 

                       

令和３年 ６月 １４日 

〒○○○-○○○○ 

三重県津市●●町●丁目●●番地 

                       

代表取締役 三重 太郎 

                 （自署）  

第７号様式 


	01-1_（記入例）第１号様式：申請書兼請求書
	02-1_（記入例）02_第２号様式：誓約書
	03-1_（記入例）第３号様式：新規創業事業者特例計算書  
	04-1_（記入例）第４号様式：取引先飲食店の情報
	05-1_（記入例）第５号様式：取引確認書
	06-1_（記入例）第６号様式：理由書
	07-1_（記入例）第７号様式：申立書

